
○　目的および事業概要

○　事業実施による効果

・ 契約締結のスピード化
（製本・押印・郵送作業が不要となる。）

・ コスト削減
（紙代、印刷代、郵送料、印紙税（相手方）が不要となる。）

・ 契約データの一括管理が可能とする。
・ デジタル技術による証跡記録によるセキュリティ強化事業内容

　契約締結から契約書の管理までを可能とするクラウド型の電子契約
サービスを導入することにより、契約事務に掛かっていた業務時間の削
減を図るとともに、紙代、印刷代、郵送料、印紙代を削減することによ
り、市だけでなく、契約相手方となる事業者の負担も軽減する。
　加えて、デジタル技術の活用によるセキュリティの向上を図る。
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